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本稿では，2003 年に構造改革特区の一つとして実施され，従業員 50 人









































状況を概観する。第 3 章では，使用するデータと分析方法を紹介し，第 4 章で実証分析を
行う。第 5 章は，まとめと今後の課題である。 
 




は，従来の倍の 6 人まで外国人研修生の受入れが可能になる2。 
構造改革特区は，規制の例外を，税制変更を伴わない形で一定地域に与えることによっ
て，経済効果を発揮させようとする規制緩和特区であるが，これは諸外国でもほとんど前
                                                  




2  ただし，常勤職員総数を超える数の研修生を受け入れることはできない。 3 
 
例のない新しい試みである（浜田（2004） ） 。 
 
2.1  構造改革特別区制度の発足 
  構造改革特区は， 「進展の遅い分野の規制改革を地域の自発性を最大限尊重する形で進め
る」べく， 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００２」 （2002 年 6 月 25 日閣議
決定）で導入が決定された。特区の特例措置は，推進本部に設置された評価委員会が，特
区内で特段の問題がないと判断した場合に全国展開される。同年 10 月には， 「構造改革特
区推進のためのプログラム」 （以下プログラム）で規制の特例措置の具体例が示され，同年
12 月， 「構造改革特別区域法」 （平成 14 年法律第 189 号）の公布・施行によって，特区制
度が発足した。 
 
2.2  外国人研修生特区の誕生 
  2002 年 7 月，構造改革特区推進室は，地方公共団体や民間事業者等に向けて構造改革特






2002 年 11 月，構造改革特別区推進本部は，再度，特例措置の提案を募った（第 2 次提
案募集） 。そこで，愛媛県西条市・今治市・新居浜市・東予市は，輸入品との競合等によっ
て厳しい経営環境を強いられている労働集約型産業（鉄工・縫製等）の中小企業の経営の
安定・強化を実現したいと， 「外国人研修・技能実習制度特区」 を提案した3。 提案の内容は，














こうして，2003 年 2 月，研修生特区（ 「506  『研修』の在留資格に関する受入れ人数枠
の拡大」 ）は，特例措置に追加され4（第 2 次提案追加分） ，研修生特区が誕生した。ただし，
受入れ人数枠についても， 常勤職員の総数が 50 人以下の中小企業に限って， 一定の要件5を













人数枠を 3 人から 6 人に緩和するというものである。すなわち，研修生特区は，制度原則
（ 「企業単独型」 ）の「例外（団体監理型）の例外」ということになる。 
 
2.3  研修生特区への認定 
  創設された研修生特区への認定を希望する地方自治体は，内閣府構造改革特区担当室へ
「構造改革特別区域計画」 （以下，計画書）を提出し，計画が認定された時点で特例措置の
適用が開始される。外国人研修生特区の第 1 号は，2003 年 11 月に認定を受けた， 「愛媛県
                                                  
4  特区に認定されると， 外国人研修生の人数枠を規定する根拠法令である 「出入国管理及び難民認定法第 7
条第 1 項第 2 号の基準を定める省令の表の法別表第 1 の 4 の表の研修の項の下欄に掲げる活動の項、出
入国管理及び難民認定法第 7 条第 1 項第 2 号の基準を定める省令の研修の在留資格に係る基準の 5 号の
特例を定める件(平成 2 年 8 月法務省告示第 246 号） 」の適用が変更される。 
5  ①当該団体及び企業で，3 年以上の適正な研修の実施実績があること，②研修生を受け入れようとする
業種に属する企業の相当程度の集積が特区内にあり，かつ当該業種が地域の主な産業であること，③地
域において，当該業種に関する研修生派遣国との間の密接な経済交流があること（ 「密接な経済交流」と






る。2003 年以降も外国人研修制度を利用する企業は増加した一方で，特区への認定は 5 区域にとどまっ
ている。実際，複数の自治体から，派遣国との密接な経済交流基準や有効求人倍率の要件が厳しいため
に特例措置として利用される可能性が乏しいのではないかとの意見も出されていた。しかし，法務省は






①  愛媛県東予地域外国人研修生受入れ特区 
愛媛県特区は，第 3 回申請によって，2003 年 11 月に認定を受けた。特区の範囲は，愛





する繊維関連製造業が 46，金属・機械部品製造業が 10，造船業が 4 事業所だった。 
 
②  オホーツク海さるふつ外国人研修生受入れ特区 
  2004 年 3 月には，北海道北部オホーツク海沿岸に位置する宗谷郡猿払村全域が， 「オホ




③  北オホーツクえさし・はまとんべつ外国人研修生受入れ特区 
  北海道枝幸郡枝幸町と浜頓別町が申請した「北オホーツクえさし・はまとんべつ外国人
研修生受入れ特区 （えさし・はまとんべつ特区） 」は ，2005 年 11 月に， 特区に認定された。 
  枝幸町・浜頓別町は，主力産業であるホタテや毛ガニやサケの水産加工業で，2001 年か
ら研修生の受入れを行っている。 認定時点で， 地域内の協同組合に加盟する 21 事業所中 16
事業所が，特定事業関与主体として受入れ人数枠拡大の特例措置を受けた。 
 
④  オホーツク紋別地域外国人研修生受入れ特区 
  2006 年 3 月の第 10 回認定によって，北海道紋別市，紋別郡湧別町・滝上町・興部町・
雄武町全域が「オホーツク紋別地域外国人研修生受入れ特区（紋別特区） 」に認定された。
                                                  
7  今治市のほか，新居浜市、西条市，東予市，周桑郡小松町・丹原町，越智郡朝倉村・玉川町・波方町・
大西町・菊間町。特区認定後，東予市，周桑郡小松町・丹原町は西条市へ併合（2004 年 11 月） ，越智郡
朝倉村・玉川町・波方町・大西町・菊間町は今治市に併合された（2005 年 1 月） 。よって，2005 年 1 月
以降の特区認定区域は，今治市，新居浜市，西条市の３市である。 
8  このとき，申請自治体が特定事業所に対して行ったアンケートでは，受入人数を 6 名にしたいと答えた
事業所は 52 だった。すなわち，すべての事業所が，3→6 名への受入れ拡大を希望していたわけではな
い。また，第 3 章でみるように，実際に特区枠を利用した事業所は，更に少なかった。 6 
 
地域では，ホタテ・サケ・カニの水産加工が地場産業の中心で，1999 年から研修生を受入
れてきた。認定時には，3 つの協同組合から 36 事業所が事業主体として認定された。 
 
⑤  稚内市外国人研修生受入れ特区 
  北海道稚内市全域を範囲とする「稚内市外国人研修生受入れ特区（稚内特区） 」は，2009
年 3 月に認定された最も新しい特区である。2008 年時点で市内 21 の水産加工会社が外国
人研修・技能実習生を受入れていたが，特例措置の適用を希望する企業はホタテやカニの
加工を行う 4 事業所（3 協同組合）にとどまった。 
 
2.4  認定後の状況と委員会による評価 












(2)  弊害（違反事例）の発生と全国展開の保留 
  2005 年以降も年１回，受入れ事業所へのアンケートや実態調査が行われたが，調査のつ
ど，研修生の失踪や他企業での就労，法定割増賃金以下での残業，集合研修の短縮等の違
反事例が明らかになった12。 
表 2 は，2009 年までの認定機関数の推移である。さるふつ特区とえさし・はまとんべつ
                                                  
9  2008 年 5 月までは評価委員会。 
























3.  データと分析手法 
 









                                                  
13  評価委員会の調査の結果，愛媛県特区では，過去に特区認定を受けた 96 機関のうち，56 機関で不正
行為が報告された。評価委員会に報告された違反事例数と減少企業数は必ずしも一致しないので，減少
分には，特例措置の適用を自ら取り下げた企業も含まれる。 
14  特区制度の開始から 2008 年度まで 1082 の特区が認定され，うち 721 の特区が全国展開された。 





16  評価委員会による毎年の弊害調査は， 特区認定事業所へのインタビューやアンケート調査による定性的
な評価である。また，特区を所管する法務省は，2008 年 11 月の第 17 回評価委員会地域活性化部会で，
受入枠拡大の影響を特定することは難しいと述べている。 












は，表 1 および 2 でみたとおりである。 
 
3.2  パネルデータの作成 
  分析に使用するパネルデータは， 「工業統計調査」 （経済産業省）の各年（1999-2007 年）
の個票データを，事業所名，所在地，電話番号をもとに名寄せして作成する20。 
工業統計調査は，日本の工業の実態を明らかにする目的で，全国の製造業事業所を対象
に毎年 12 月 31 日に実施される基幹統計調査である。同調査では，資本金額，従業者数（正
規従業員，パート従業員，派遣従業員等） ，現金給与総額，製造品出荷額等が調査される21。
西暦末尾 0,3,5,8 年の年は全数調査，それ以外の年は，従業員 4 人以上の事業所の有意抽出
のため，本稿では従業員 3 人以下の事業所は分析の対象から除外する。さらに，サンプル
期間中に閉鎖された事業所や，調査への非回答事業所が脱落サンプルとなるため，パネル




39 事業所，造船等の機械・金属製品製造業が 17 事業所である。うち，特区創設時（2003
年）からサンプル最終年の 2007 年末まで，継続して特区に認定されていたのは，12 事業
                                                  
18  計画書には，特例措置（＝研修生受入枠の緩和）の適用を希望する事業所が「事業に関与する主体」と
して明記される。 






21  従業員 30 人以上の事業所は「甲調査」 ，同 29 人以下の事業所は調査事項が簡便な「乙調査」に回答す
る。 本稿で対象とする事業所は， 「乙調査」 に回答する小規模企業が多いため， 分析に使用する項目は 「乙
調査」に合わせる。 





されている。特区に認定されると，従業員 50 人未満の事業所では，研修生を 6 人まで（非
認定事業所では 3 人まで） ，技能実習生を 12 人まで（同 6 人まで）受入れられるため，研
修生を 4 人以上，技能実習生を 7 人以上受入れる事業所が，特区枠を利用する事業所と判
断できる。工業統計調査に回答した特区認定企業 56 事業所のうち，一度でも特区枠を利用
した事業所は，20 事業所（35.7%）だった。受入準備に時間を要したためであろうか，特











最終的に，3,069 事業所から 17,380 のサンプルを得た。愛媛県特区内の産業別の基本統
計量を表 3 に， 繊維・衣服製造業に限定した地域別の基本統計量を表 4 に示す。 表 3 より，
愛媛県特区内では， 全 1,815 事業所のうち， 繊維・衣服製品製造業が 658 （36.25%） ， 機械・
金属製品製造業が 560 （30.85%） ， 食料品製造業が 200 （11.02%） ， その他製品製造業が 415
（22.87%）となっている26。また，繊維・衣服製造業の地域別（表 4）では，全 1,896 事業
                                                  




24  脚注 8 参照。 
25  繊維・衣服製品製造分野での研修生受入れは， 岐阜県 1 位， 岡山県 3 位， 愛媛県 9 位となっている （2008











所中，愛媛県特区地域が 658 事業所（34.47%） ，岐阜県岐阜市が 685 事業所（35.88%） ，
岡山県倉敷市が 566 事業所（29.65%）であった。 
 
4.  実証分析 
 
4.1  特区地域内の比較27 
①  特区認定事業所の特徴 
特区認定の資格は，従業員 50 人未満の事業所に限られるため，以下では，非認定事業所
についても，従業員 50 人未満の事業所サンプルを分析の対象とする。 















 表 3(g)と，図 4 は，事業所内の非正規従業員比率30である。特区認定事業所と非認定事業
所の対照性が非常に興味深い。特区認定事業所では，2004-2005 年を境に，非正規従業員
比率が減少する一方，非認定事業所では，すべての産業で，同比率が一貫して増加してい
                                                  
27  特区地域内の検討では，特区措置の認定申請を行わなかった事業所について，研修生受入事業所と非受
入事業所に分けた分析が望ましいが，研修生受入事業所は特定できないため断念せざるを得なかった。 
28  従業員数は， 「個人事業主及び無給家族従業者」 「正社員等」 「パート・アルバイト等」 「出向・派遣受入
者」の合計である。従業員数には，研修生や技能実習生は含まれていない可能性が高い。 



































従業員比率の推定値は 1%水準で有意である。そして， 「全個体の time-invariant な固有効
果は同じである」ことを帰無仮説とする F 検定の結果，仮説は棄却され，Pooled OLS では
                                                  
31  研修生は現地での面接を経て選抜され，来日前に基本的な日本語教育を受けることが多いため，受入の
決定から工場での稼働までは，タイムラグが生じる。 
32  非常に多くの先行研究が存在するが，代表的なものとしては，Altonji and Card (1991), Friedberg and 
Hunt (1995), Pischke and Velling (1997), Borjas(2003), Card(2009)など。 日本では， 大竹・大日(1993)，
中村・内藤・神林・川口・町北(2009)など。 

























4.3  繊維・衣服製品製造業地域間の比較  





  まず，事業所・企業統計調査（総務省統計局）の 2001 年と 2006 年調査から，繊維・衣
                                                  
34  事業所が特例措置を受けるためには，特区申請以前に 3 年以上の研修生・技能実習生受入実績が要件と
なるため（脚注 5 参照） ，各事業所は，認定時確実に外国人研修生・技能実習生を受入れている。一方，




服製品製造業の事業所数と従業員数の変化をみる（表 7）35。表より，2001 年から 2006 年
にかけての，愛媛県特区地域での事業所数と従業員数の減少幅は，岐阜市や倉敷市，全国
平均を上回る。特に従業者数では，5 年間で約 4 割の雇用が，特区地域から失われた。全国
的に繊維産業が縮小する過程の中で，愛媛県特区地域は，特に厳しい状況にあったことが
わかる。 
  次に，工業統計調査データによる分析に移る。3.1 節と同様に，出荷総額（対数） ，従業











化したのは 2005 年以降であり，特区枠の利用が賃金の増加を惹起したとは考えにくい。 





②  推定 
3.1 節では，同一地域の事業所サンプルを用いて，産業間の差異をコントロールしたが，
本節では，同一産業（繊維・衣服製品製造業）のサンプルを使い，地域差をコントロール
する。 推定方法や被説明変数は 3.1 節と同様とするが， 説明変数には産業ダミーではなく地
域ダミー（レファレンスは愛媛県）を用いる。そして，このときにも特区認定事業所で，
非正規従業員比率が低い傾向がみられるのか否かを確認したい。 
推定結果は，表 8 のとおりである。Pooled OLS，固定効果モデル，変量効果モデルのい
ずれも，特区ダミーの負の推定値，女性従業員比率の正の推定値は，1%水準で有意に推定
された。モデルの選択に関する，F 検定と Hausman 検定の結果，ここでも，固定効果モデ
ルが採択される。 
                                                  








5.  おわりに 
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a. 資本金 （万円） e. 一人当たり給与額 （万円）
平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数） 平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数）
特区認定事業所 特区認定事業所
特区枠利用 1554.0 1728.1 300 9000 161 (19) 特区枠利用 270.5 111.6 80 529 170 (20)
同非利用 6842.3 30603.1 300 173750 278 (34) 同非利用 287.9 127.9 73.3 815.0 296 (36)
特区認定なし事業所 特区認定なし事業所
繊維・被服 1038.4 898.9 50 10000 2172 (403) 繊維・被服 203.9 111.1 1.6 624 3088 (619)
機械・金属 188355.3 1275165.0 150 1.76E+07 3051 (484) 機械・金属 377.8 146.0 9.6 2025 3238 (541)
食料品 193888.4 1812881.0 300 1.83E+07 895 (135) 食料品 217.9 118.5 7.2 779.2 1200 (198)
その他 96417.2 744183.2 200 8969934 2205 (339) その他 320.6 157.1 4 1802 2596 (413)
b. 従業員総数 （人） f. 女性従業員比率
平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数） 平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数）
特区認定事業所 特区認定事業所
特区枠利用 25.4 10.9 4 54 170 (20) 特区枠利用 0.563 0.320 0.0513 1 170 (20)
同非利用 39.0 98.6 4 722 296 (36) 同非利用 0.466 0.330 0 1 296 (36)
特区認定なし事業所 特区認定なし事業所
繊維・被服 14.8 17.8 4 229 3095 (620) 繊維・被服 0.657 0.205 0 1 3095 (620)
機械・金属 42.4 110.0 4 1583 3242 (542) 機械・金属 0.223 0.184 0 1 3242 (542)
食料品 24.5 54.3 4 532 1223 (200) 食料品 0.576 0.216 0 1 1223 (200)
その他 23.6 79.6 4 1490 2617 (415) その他 0.322 0.203 0 1 2617 (415)
c. 製造品出荷額 （万円） g. 非正規従業員比率
平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数） 平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数）
特区認定事業所 特区認定事業所
特区枠利用 29151.0 21056.9 1693 104307 170 (20) 特区枠利用 0.190 0.212 0 0.9 132 (20)
同非利用 159233.5 733822.1 1000 6186606 296 (36) 同非利用 0.170 0.211 0 0.857 226 (36)
特区認定なし事業所 特区認定なし事業所
繊維・被服 20634.2 48827.5 70 667680 3095 (620) 繊維・被服 0.327 0.278 0 1 2088 (495)
機械・金属 259066.2 1538405.0 210 3.66E+07 3242 (542) 機械・金属 0.126 0.188 0 1 2446 (492)
食料品 73900.2 385369.3 288 3787835 1223 (200) 食料品 0.361 0.300 0 1 903 (184)
その他 218553.6 2087581.0 60 4.92E+07 2617 (415) その他 0.152 0.204 0 0.944 1949 (377)
d. 一人当たり出荷額 （万円）
平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数）
特区認定事業所
特区枠利用 1104.8 648.2 169.3 3227.3 170 (20)
同非利用 1516.6 1479.0 83.3 9050.3 296 (36)
特区認定なし事業所
繊維・被服 959.8 990.4 14.7 11475.3 3095 (620)
機械・金属 2448.2 6133.7 24.7 128145.7 3242 (542)
食料品 1333.5 4282.4 16.5 53349.8 1223 (200)






a. 資本金 （万円） e. 一人当たり給与額 （万円）
平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数） 平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数）
特区認定事業所 特区認定事業所
特区枠利用 990.9 355.4 300 2000 121 (14) 特区枠利用 245.4 107.4 80.0 529.0 130 (15)
同非利用 1018.1 959.0 300 5000 166 (21) 同非利用 213.7 69.2 73.3 426.3 184 (23)
特区認定なし事業所 特区認定なし事業所
愛媛 1038.4 898.9 50 10000 2172 (403) 愛媛 203.9 111.1 1.6 624.0 3088 (619)
岐阜市 1207.0 1852.5 10 35280 2083 (382) 岐阜市 202.9 118.7 7.5 821.1 3385 (679)
倉敷市 1768.0 6296.9 0 100800 2639 (423) 倉敷市 238.9 125.4 0.0 946.0 3298 (566)
b. 従業員総数 （人） f. 女性従業員比率
平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数） 平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数）
特区認定事業所 特区認定事業所
特区枠利用 23.4 9.8 4 52 130 (15) 特区枠利用 0.704 0.221 0.105 1 130 (15)
同非利用 18.1 9.9 4 64 184 (23) 同非利用 0.692 0.193 0.200 1 184 (23)
特区認定なし事業所 特区認定なし事業所
愛媛 14.8 17.8 4 229 3095 (620) 愛媛 0.657 0.205 0 1 3095 (620)
岐阜市 10.8 14.1 4 215 3426 (686) 岐阜市 0.658 0.212 0 1 3426 (686)
倉敷市 21.1 38.7 4 464 3311 (568) 倉敷市 0.652 0.206 0 1 3311 (568)
c. 製造品出荷額 （万円） g. 非正規従業員比率
平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数） 平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数）
特区認定事業所 特区認定事業所
特区枠利用 23711.7 16121.8 1693 59300 130 (15) 特区枠利用 0.235 0.224 0 0.9 100 (15)
同非利用 21297.1 23644.9 1000 112961 184 (23) 同非利用 0.232 0.230 0 0.857 140 (23)
特区認定なし事業所 特区認定なし事業所
愛媛 20634.2 48827.5 70 667680 3095 (620) 愛媛 0.327 0.278 0 1 2088 (495)
岐阜市 12776.3 39603.1 120 522934 3426 (686) 岐阜市 0.360 0.295 0 1 2370 (549)
倉敷市 38189.7 136442.2 70 2010143 3311 (568) 倉敷市 0.261 0.269 0 1 2407 (490)
d. 一人当たり出荷額 （万円）
平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 （事業所数）
特区認定事業所
特区枠利用 1008.0 635.3 169.3 2918.2 130 (15)
同非利用 1118.1 1104.8 83.3 4520.0 184 (23)
特区認定なし事業所
愛媛 959.8 990.4 14.7 11475.3 3095 (620)
岐阜市 818.8 1141.6 30.0 12310.0 3426 (686)







特区ダミー（2期ラグ） -0.107 *** -0.047 *** -0.054 ***
(0.026) (0.013) (0.013)
従業員総数（対数） 0.013 *** 0.098 *** 0.034 ***
(0.005) (0.008) (0.004)
女性従業員比率 0.534 *** 0.227 *** 0.384 ***
(0.030) (0.023) (0.018)
食料品製造業 0.078 *** 0.111 0.065 ***
(0.022) (0.179) (0.018)
機械・金属製品製造業 0.035 ** -0.032 -0.044 ***
(0.018) (0.133) (0.015)
その他製造業 0.008 0.000 -0.045 ***
(0.017) (0.126) (0.015)
定数 -0.063 ** -0.136 -0.007
(0.026) (0.093) (0.018)
サンプル総数 6938 6938 6938
事業所数 1422 1422 1422
F test - 13.57 -
Hausman test - 175.92











































特区ダミー（2期ラグ） -0.148 *** -0.073 *** -0.087 ***
(0.033) (0.023) (0.022)
従業員総数（対数） -0.037 *** 0.049 *** -0.016 **
(0.007) (0.011) (0.006)




倉敷市 -0.059 *** -0.055 ***
(0.015) (0.015)
定数 0.062 ** 0.051 * 0.102 ***
(0.027) (0.027) (0.021)
サンプル総数 6408 6408 6408
事業所数 1398 1398 1398
F test - 9.69 -
Hausman test - 129.64
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図8 非正規従業員比率の推移（繊維・被服産業）
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